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 研究要旨               

（院内）NCDと（院内）がん登録のコラボによる（院内）業務効率
化に向けた院内でのシミュレーション、 
 さらに、NCD不参加の診療領域科を最小化するためのインセンテ
ィブに関してのシミュレーションを行った。 

  

 
 
Ａ．研究目的             
①全国がん登録には院内がん登録および

地域がん登録の情報が集約される。そ
の情報の精度を最も効率よく向上させ
るには、診療科レベルの情報を効率よ
く反映させることである。一方、この
ために診療科の業務が拡大することは
、一般臨床への影響も大きい。これら
現状を鑑みた場合、すでに各診療科で
施行しているNCDへの登録内容を院内
がん登録に移行する、あるいは、診療
科が院内がん登録入力を代行するなど
の方法が考えられる。そこで、今年度
はその実施に向けたシミュレーション
を行いその問題点を明らかにする。 

②その一方で、がん登録事業に限らず、
NCDデータによる解析が可能となって
も、NCDそのものカバーする診療科領
域が限定されている現状では、その利
活用には限界が生じる。これを打破す
るための方策としてインセンティブを
想定したシミュレーションを行い、そ
の可能性について検討する。 

 
Ｂ．研究方法 

各診療科で施行しているNCDへの登録
内容を院内がん登録に移行する方法とそ
の問題点、さらには、診療科が院内がん
登録入力を代行するなどの方法とその問
題点、インセンティブなどについてシミ
ュレーションを行い検討する。 

（倫理面への配慮） 
いずれの研究もシミュレーションによ

るものであり、実局面ではないため、倫
理的問題は生じない。 

 
 

 
Ｃ．研究結果             
①-1：診療科NCDデータの院内がん登録

への移行に関する検討： 
各診療科が所有するNCDデータを院内

業務への協力として、院内がん登録に提
供することは、法的には問題ないと考え
られた。同時に、このことは、院内がん
登録事業の精度向上と業務の省力化につ
ながる。 

一方で、NCDデータを提供する診療科
サイドでは、業務量の増加となるのみで
、診療科サイドで、この方法を積極的に
進めることにはつながらない。 

しかしながら、院内がん登録従事者が
これまで、診療科が施行してきたNCDデ
ータの入力を行うのであれば、診療科サ
イドの協力が得られる可能性が極めて高
いと考えられた。 

①-2：診療科が院内がん登録入力を代行
することの検討： 
 実務的には、NCDが把握する症例に

おいて、院内がん登録事業の実務の一部
を診療科が行うことは不可能ではない。
この場合、主治医が行う、あるいは医局
秘書が行うなどがありうる。法的に問題
ないかの検討が今後、必要である。イン
センティブに関しては、人件費の一部を
病院あるいは院内がん登録サイドが負担
すれば問題はない。 

いずれにおいても、NCDデータ入力と
院内がん登録業務に重複する部分が多々
あり、大局的視点に立った病院業務の効
率化に向けた病院長、あるいは学会、政
府からのリーダーシップが必要と考えら
れた 
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②NCD参加診療科拡大に向けたインセン

ティブに関する検討： 
NCDに参加した診療科においては専門

医制度など、診療科サイドのインセンテ
ィブの存在が大きい。一方、未だにNCD
に未参加の診療科では、NCDに参加する
ことのインセンティブを見いだせないこ
とが不参加の主たる原因と考えられる。 

現在、NCD登録術式と診療報酬請求術
式の統一化に向けた検討が行われてい
る。この統一化されたNCDベースの診療
報酬には一定のプラス係数を設定するこ
とでNCDに参加している診療科領域のイ
ンセンティブを増やすことができる。一
方、NCD未参加の診療科ではこれが不可
能であり、他領域における増額分に相当
する減額指数を設定すれば、国民医療費
の増額なしに、NCD参加領域の拡大が可
能となるとシミュレーションされた。 
 

D.考察および結論           
インセンティブの設定によっては、院

内NCD情報の院内がん登録への移行はス
ムースに開始可能である。 

さらに、NCDベース診療報酬請求係数
を設定することでNCD参加診療科を増や
すことは可能であると推測された。 

                   
Ｆ．健康危険情報                     

該当するものはない。 
（分担研究報告書には記入せずに、総括 
研究報告書にまとめて記入） 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況    
 （予定を含む。）  
 1. 特許取得 

 該当するものはない。 
 2. 実用新案登録 

 該当するものはない。 
 
 3. その他 

 該当するものはない。 
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